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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第６期中間連結会計期間および第５期の売上高については、会計処理変更後の方法により記載しておりま

す。 

なお、会計処理の変更の内容については、「第５［経理の状況］１［中間連結財務諸表等］追加情報」およ

び「会計処理の変更」をご参照ください。 

第一部 【企業情報】

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (百万円) 99,226 101,366 90,561 214,788 203,155

経常利益 (百万円) 2,206 1,807 774 6,388 6,027

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(百万円) 305 △22 64 2,215 2,068

純資産額 (百万円) 86,424 86,440 87,418 87,418 88,249

総資産額 (百万円) 118,398 113,296 112,508 113,248 106,959

１株当たり純資産額 (円) 962,270.10 962,838.14 974,110.07 973,044.86 982,481.72

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失 
(△)

(円) 3,405.82 △250.39 715.03 23,773.16 22,296.04

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 73.0 76.3 77.7 77.2 82.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 459 △819 1,449 10,683 10,044

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,604 △7,079 △7,666 △11,916 △12,630

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,121 6,654 6,178 △1,742 306

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 10,541 5,345 4,271 6,590 4,310

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
2,941
(1,300)

2,878
(1,654)

2,890
(1,775)

2,904
(1,297)

2,812
(1,678)



(2) 提出会社の経営指標等 

  
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 第５期中間会計期間および第５期の提出会社の各数値については、平成17年１月１日を合併期日として、事

業会社である連結子会社の中京コカ・コーラボトリング株式会社および富士コカ・コーラボトリング株式会

社を吸収合併したことにより大幅に変動しております。 

４ 第６期中間会計期間の売上高については、会計処理変更後の方法により記載しております。 

なお、会計処理の変更の内容については、「第５［経理の状況］２［中間財務諸表等］追加情報」をご参照

下さい。 

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (百万円) 1,921 95,354 84,343 4,266 190,480

経常利益 (百万円) 892 2,182 881 1,763 5,587

中間(当期)純利益 (百万円) 848 432 322 1,699 1,983

資本金 (百万円) 6,499 6,499 6,499 6,499 6,499

発行済株式総数 (株) 90,006.99 90,006.99 90,006.99 90,006.99 90,006.99

純資産額 (百万円) 87,311 87,468 88,187 87,339 88,736

総資産額 (百万円) 95,484 114,416 112,362 92,400 107,506

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 9,000 9,000 9,000 18,000 18,000

自己資本比率 (％) 91.4 76.4 78.5 94.5 82.5

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名) 181
1,214
(472)

1,745
(1,025)

183
1,181
(409)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２ 執行役員は、従業員に含めておりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２ 執行役員は、従業員に含めておりません。 

３ 従業員数が当中間会計期間において、564名（臨時従業員数が616名）増加しておりますが、これは当社子会

社であるセントラルジャパンロジスティックス株式会社の業務の一部を当社に移管したこと等によるもので

あります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は、当社および一部の連結子会社で結成されております。 

労使関係は円満であり、特に記載すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 従業員数(名)

飲料事業
2,890
(1,775)

従業員数(名)
1,745
(1,025)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善により民間設備投資の増加に加え、雇用・所得

環境の改善で個人消費の回復基調が鮮明になっておりますが、長期化する原油価格の高騰による影響な

どの懸念材料もあり、先行き不透明な状況が続いております。 

 清涼飲料業界におきましては、天候不順の影響により平均気温、日照時間が前年を下回ったことから

コンビニエンスストアや自動販売機などでこの影響を大きく受け1～6月の全国清涼飲料市場および当社

エリアの清涼飲料市場での販売数量は前年を下回りました。また、販売促進の各種プロモーションや低

価格化など各社の販売競争は激化しており、依然として収益を圧迫する厳しい環境が続いております。

 こうした状況下、当社グループの販売面においては、主力商品である「爽健美茶」、「一（はじ

め）」をリニューアルし更なる販売強化に努め、重点新製品の炭酸入りスポーツ飲料「アクエリアス 

フリースタイル」、健康無糖茶「からだ巡茶」を発売するとともに「爽健美茶 ２つの元気プレゼント 

プロモーション」「コカ・コーラ１２０周年記念プロモーション」、「コカ・コーラ ＦＩＦＡ ＷＯＲ

ＬＤ ＣＵＰＴＭ ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ キャンペーン」の各種プロモーションを実施いたしました。 

  生産・物流面においては、コカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社による全国ＳＣＭを安定稼動

させるために、物流拠点では既存システムの機能強化を行い、更なる配送効率化に取り組みました。ま

た、生産拠点においては、東海北工場へのファンタバブルボトル対応化工事、名古屋工場へのインライ

ンブロー成形機の設置など、多様化する消費者ニーズへの対応やコスト削減に繋がる積極的な製造ライ

ンの設備改造を行い、平成18年10月には新パッケージを生産可能にする設備改造を東海北工場・製造ラ

インに実施する予定をしております。 

 環境保全活動におきましては、「ISO14001」とコカ・コーラシステム独自の環境マネジメントシステ

ム「ｅＫＯシステム」を効果的に活用し、積極的に取り組んでまいりました。平成17年４月より本格稼

動している生産工程から発生する「茶かす・コーヒーかす」を発酵させて発生したメタンガスを工場の

エネルギー源として利用する「メタン発酵処理施設」は平成17年度実績で廃棄物量を約10％に抑制し、

240tのCO2排出量削減に貢献いたしました。また、各種環境イベント、海岸美化清掃活動等にも積極的に

参加・協力し、社会貢献に努めております。 

 経営管理面におきましては、平成16年から平成18年の３年間における中期経営計画を日本におけるコ

カ・コーラシステムの中期成長戦略であるＪＭＦＧ（ジャパン・マニフェスト・フォー・グロース）と

連動した平成18年から平成20年の中期事業戦略に発展させ、その初年度として、「地域社会に貢献し、

カスタマーの視点に立った質の高いサービスを提供できるセールスカンパニーへの変革」を実現すべく

「自販機ビジネス変革」「戦略的カスタマーマネジメント」「組織能力の開発」「商品力／ＳＣＭの強

化」の４つのテーマに取り組んでおります。また、平成18年１月にお客様満足の強化とＣＳＲ全体を推

進し、社会から信頼される企業グループを目指すことを目的として「お客様満足推進部」および「ＣＳ

Ｒ推進部」を新設するとともに損益管理能力向上のため「損益管理部」を新設するなど、組織体制の強

化を図りました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、全国的な天候不順の影響や昨年の緑茶戦争

および当社販売エリアで開催されました愛知万博の反動等の影響により、売上高は905億61百万円（前

年同期比10.7％減）、経常利益は７億74百万円（前年同期比57.2％減）となりました。また、特別損失

に自販機の除却損２億91百万円を計上したこと等により、中間純利益は64百万円（前年同期は22百万円



の中間純損失）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比

べ39百万円減少し、42億71百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における活動ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動による資金の収入は、税金等調整前中間純利益２億28百万円に対し、主として減価償却費が

54億85百万円あったものの前払年金費用の増加、前渡金の増加ならびにその他資産・負債の増加・減少

が△44億87百万円あったことなどにより、14億49百万円（前年同期比22億69百万円増）となりました。

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動による資金の支出は、主として販売機器等の有形固定資産の取得による支出が△71億４百万

円あったことなどにより、△76億66百万円（前年同期比５億87百万円減）となりました。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動による資金の収入は、主としてコマーシャル・ペーパーの純増加額70億円に対し、配当金の

支払等により、61億78百万円（前年同期比４億76百万円減）となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額は、受託加工原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

原則として受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が100分の10を超える相手先はありません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

  

事業部門の名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

飲料事業 2,678 100.1

合計 2,678 100.1

事業部門の名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

飲料事業 90,561 89.3

合計 90,561 89.3



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の新たな締結や変更および解約はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了又は取得した重要な設

備は次のとおりであります。 

  

提出会社 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の除却等 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了した重要な除却は次の

とおりであります。 

  

提出会社 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 重要な設備の新設、除却等の計画 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門 
の区分

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月
完成後の 
生産能力

本社 
（神奈川県横浜市西区）

飲料事業 販売機器 6,237 平成18年１月～６月 ─

事業所名 
(所在地)

事業部門 
の区分

設備の内容
帳簿価額
(百万円)

除却完了年月
除却等による
減少能力

本社 
（神奈川県横浜市西区）

飲料事業 販売機器 270 平成18年１月～６月 ─



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 342,000.00

計 342,000.00

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 90,006.99 90,006.99

東京証券取引所
市場第一部 
名古屋証券取引所 
市場第一部

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 90,006.99 90,006.99 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年６月30日 ― 90,006.99 ― 6,499 － 73,335



(4) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 日本マスタートラスト信託銀行株式会社退職給付信託明治屋口の持株数8,403株は、株式会社明治屋が同社に委

託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図者は、株式会社明治屋が留保しております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」および「端株」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ２株(議決

権２個)および0.12株含まれております。 

２ 「端株」の欄には、当社所有の自己株式が0.58株含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 20,236.25 22.48

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社退職給付信託明治屋口

東京都港区浜松町２丁目11番３号 8,403.00 9.34

ザ コカ・コーラ エクスポート 
コーポレーション 
(「常代」日本コカ・コーラ 
株式会社)

One Coca-Cola Plaza Atlanta
GA30313,U.S.A. 
(東京都渋谷区渋谷４丁目６番３号)

4,501.00 5.00

麒麟麦酒株式会社 東京都中央区新川２丁目10番１号 4,205.94 4.67

三菱重工業株式会社 東京都港区港南２丁目16番５号 4,094.85 4.55

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社信託口

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,769.00 4.19

東洋製罐株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目３番１号 3,757.09 4.17

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社信託口

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,219.00 2.47

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505019 
(「常代」みずほコーポレート銀
行兜町証券決済業務室)

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518
IFSC DUBLIN, IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

1,630.00 1.81

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,626.41 1.81

計 ― 54,442.54 60.49

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 265.00

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

89,143.00
89,143 同上

端株  
普通株式 598.99 ― 同上

発行済株式総数 90,006.99 ― ―

総株主の議決権 ― 89,143 ―



② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

役職の異動 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
コカ・コーラ セントラル 
ジャパン株式会社

神奈川県横浜市西区みなと
みらい二丁目２番１号

265.00 ― 265.00 0.29

計 ― 265.00 ― 265.00 0.29

月別
平成18年 
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 1,030,000 1,010,000 1,060,000 1,100,000 1,090,000 1,050,000

最低(円) 879,000 930,000 968,000 1,050,000 998,000 924,000

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 常務執行役員 
広報室、お客様満足推進部、 
ＣＳＲ推進部、総務人事部担当

取締役 常務執行役員
お客様満足推進部、ＣＳＲ推進部、 
品質保証部、総務人事部担当

河 合 幸 夫 平成18年７月１日

取締役 常務執行役員 
経営戦略室、経理部、情報システム部、
関係会社管理担当

取締役 常務執行役員
経理部、情報システム部、 
関係会社管理担当

須 方 信 雄 平成18年７月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

  

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則

第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年

６月30日まで)および前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)ならびに当中間連結

会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)および当中間会計期間(平成18年１月１日から平

成18年６月30日まで)の中間連結財務諸表および中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査

を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,350 4,276 4,315

 ２ 受取手形及び売掛金 14,902 14,488 13,904

 ３ たな卸資産 6,652 6,682 6,697

 ４ 繰延税金資産 2,681 297 791

 ５ 未収入金 4,633 4,448 4,252

 ６ その他 3,653 3,334 1,725

 ７ 貸倒引当金 △56 △53 △54

   流動資産合計 37,816 33.4 33,473 29.8 31,631 29.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 40,271 40,896 40,769

    減価償却累計額 23,002 17,268 23,867 17,029 23,478 17,291

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

28,675 30,110 29,299

    減価償却累計額 20,246 8,429 21,679 8,431 21,006 8,292

  (3) 販売機器 79,929 81,411 79,648

    減価償却累計額 60,576 19,353 59,791 21,619 60,812 18,836

  (4) 工具、器具 
    及び備品

4,410 4,027 4,191

    減価償却累計額 3,537 872 3,331 695 3,408 783

  (5) 土地 16,664 16,581 16,664

  (6) 建設仮勘定 241 ─ ─

   有形固定資産合計 62,829 55.5 64,357 57.2 61,869 57.8

 ２ 無形固定資産 2,932 2.6 2,895 2.6 2,855 2.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 4,070 4,913 4,958

  (2) 関係会社株式 1,250 1,164 1,365

  (3) 長期貸付金 391 375 390

  (4) 前払年金費用 ─ 1,270 ─

  (5) 繰延税金資産 401 802 466

  (6) その他 3,867 3,538 3,722

  (7) 貸倒引当金 △265 △282 △298

   投資その他の資産 
   合計

9,716 8.5 11,782 10.4 10,603 9.9

   固定資産合計 75,479 66.6 79,035 70.2 75,328 70.4

   資産合計 113,296 100.0 112,508 100.0 106,959 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,687 2,585 2,573

 ２ 短期借入金 19 ─ ─

 ３ コマーシャル・ 
   ペーパー

7,500 9,000 2,000

 ４ 未払金及び未払費用 8,784 8,224 8,433

 ５ 未払法人税等 160 247 165

 ６ 未払消費税等 320 54 544

 ７ その他 2,199 2,261 2,078

   流動負債合計 21,672 19.1 22,373 19.9 15,795 14.8

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 387 ─ 180

 ２ 退職給付引当金 2,911 1,587 1,535

 ３ 役員退職引当金 86 129 133

 ４ 執行役員退職引当金 21 29 29

 ５ 連結調整勘定 9 3 6

 ６ その他 1,767 967 1,030

   固定負債合計 5,183 4.6 2,716 2.4 2,915 2.7

   負債合計 26,855 23.7 25,090 22.3 18,710 17.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 6,499 5.7 ― ― 6,499 6.1

Ⅱ 資本剰余金 24,819 21.9 ― ― 24,819 23.2

Ⅲ 利益剰余金 54,911 48.6 ― ― 56,194 52.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

385 0.3 ― ― 931 0.9

Ⅴ 自己株式 ※１ △175 △0.2 ― ― △196 △0.2

   資本合計 86,440 76.3 ― ― 88,249 82.5

   負債及び資本合計 113,296 100.0 ― ― 106,959 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 6,499 ―

 ２ 資本剰余金 ― 24,819 ―

 ３ 利益剰余金 ― 55,384 ―

 ４ 自己株式 ― △210 ―

   株主資本合計 ― ― 86,493 76.9 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 924 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 924 0.8 ― ―

   純資産合計 ― ― 87,418 77.7 ― ―

   負債及び純資産合計 ― ― 112,508 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

   

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 101,366 100.0 90,561 100.0 203,155 100.0

Ⅱ 売上原価 55,683 54.9 52,681 58.2 119,078 58.6

   売上総利益 45,683 45.1 37,880 41.8 84,077 41.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１

 １ 販売費 39,818 34,378 70,659

 ２ 一般管理費 3,930 43,748 43.2 2,522 36,901 40.7 7,134 77,793 38.3

   営業利益 1,934 1.9 979 1.1 6,283 3.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 4 4 9

 ２ 受取配当金 25 22 41

 ３ 業務受託手数料 17 11 25

 ４ 受取賃貸料 37 37 75

 ５ 持分法による 
   投資利益

57 ─ 171

 ６ 廃棄有価物売却益 ─ 23 ─

 ７ 自動販売機補助金 ─ 21 ─

 ８ その他 50 192 0.2 23 143 0.2 155 479 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 0 3 1

 ２ たな卸資産廃棄損 279 276 632

 ３ 持分法による 
   投資損失

― 30 ─

 ４ その他 38 318 0.3 38 348 0.4 101 735 0.3

   経常利益 1,807 1.8 774 0.9 6,027 3.0

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 2 1 3

 ２ 投資有価証券売却益 248 51 331

 ３ 出資金収入 16 16 27

 ４ 保険差益 17 5 17

 ５ 貸倒引当金戻入益 3 288 0.2 4 78 0.1 0 381 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除売却損 ※３ 331 364 693

 ２ 減損損失 ※４ ─ 83 ─

 ３ 投資有価証券売却損 97 ─ 97

 ４ 投資有価証券評価損 ― 9 21

 ５ 特別退職金 954 9 961

 ６ 新紙幣対応費用 665 21 768

 ７ ゴルフ会員権評価損 3 5 14

 ８ 過年度損益修正損 30 30 41

 ９ 業務委託解約金 84 20 128

 10 賃借契約解約金 5 ─ 5

 11 資産廃棄共同負担金 ― 2,175 2.1 82 625 0.7 256 2,989 1.5

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益又は 
   中間純損失(△)

△78 △0.1 228 0.3 3,418 1.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

107 181 266

   法人税等調整額 △164 △56 △0.1 △17 163 0.2 1,084 1,350 0.7

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△)

△22 △0.0 64 0.1 2,068 1.0

 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日

至 平成17年６月30日)

前連結会計年度の

連結剰余金計算書

(自 平成17年１月１日

至 平成17年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 24,819 24,819

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 24,819 24,819

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 55,787 55,787

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 ― ― 2,068 2,068

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 808 1,616

 ２ 役員賞与 45 45

 ３ 中間純損失 22 875 ─ 1,661

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 54,911 56,194



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日)  

  

 
  

株主資本
評価・換算
差額等

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

平成17年12月31日残高(百万円) 6,499 24,819 56,194 △196 87,317 931

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △807 △807

 役員賞与の支給 △66 △66

 中間純利益 64 64

 自己株式の取得 △13 △13

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△7

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ △810 △13 △824 △7

平成18年６月30日残高(百万円) 6,499 24,819 55,384 △210 86,493 924



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日

至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日

至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年１月１日

至 平成17年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期) 

   純利益又は中間純損失(△)
△78 228 3,418

 ２ 減価償却費 5,385 5,485 11,822

 ３ 長期前払費用償却費 1,146 1,237 2,524

 ４ 退職給付引当金の 

   増加・減少(△)額
△1,487 51 △2,863

 ５ 前払年金費用の増加(△)・減少額 ─ △1,270 ─

 ６ 役員退職引当金の 

      増加・減少(△)額
△1 △4 53

 ７ 受取利息及び受取配当金 △30 △26 △51

 ８ 支払利息 0 3 1

 ９ 持分法による投資損益(△利益) △57 30 △171

 10 特別退職金 954 9 961

 11 投資有価証券売却損益(△利益) △150 △51 △233

 12 固定資産売却損益(△利益) △2 △1 △3

 13 固定資産除却損 331 364 693

 14 減損損失 ─ 83 ─

 15 売上債権の増加(△)・減少額 △1,072 △584 △74

 16 たな卸資産の増加(△)・減少額 1,425 14 1,380

 17 前渡金の増加(△)・減少額 ─ △1,511 ─

 18 仕入債務の増加・減少(△)額 △2,126 12 △2,241

 19 その他資産・負債の 

   増加・減少額
△1,734 △1,704 △69

 20 役員賞与の支払額 △80 △66 △80

 21 その他 △1,814 △937 △2,962

    小計 607 1,360 12,105

 22 利息及び配当金の受取額 34 200 51

 23 利息の支払額 △1 △6 △1

 24 特別退職金の支払額 △548 △14 △985

 25 法人税等の支払額 △913 △91 △1,125

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
△819 1,449 10,044



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日

至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日

至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年１月１日

至 平成17年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △8,622 △7,104 △14,123

 ２ 有形固定資産の売却による収入 714 11 869

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △708 △614 △1,109

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △30 △2 △94

 ５ 投資有価証券の売却による収入 1,555 28 1,788

 ６ 貸付による支出 △44 △33 △80

 ７ 貸付金の回収による収入 61 50 97

 ８ その他 △4 △1 21

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△7,079 △7,666 △12,630

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 長期借入金返済による支出 △21 ─ △41

 ２ コマーシャル・ 

   ペーパーの純増減(△)額
7,500 7,000 2,000

 ３ 自己株式取得による支出 △14 △13 △35

 ４ 配当金の支払額 △808 △807 △1,616

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
6,654 6,178 306

Ⅳ 現金及び現金同等物 

  の増加・減少額
△1,244 △39 △2,279

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 6,590 4,310 6,590

Ⅵ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
5,345 4,271 4,310



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結範囲に含め

ております。

・連結子会社の数 ４社

セントラルジャパンロジスティ

ックス㈱、セントラル ジャパン 

テクノサービス㈱、エフ・ヴィセ

ントラル㈱およびコカ・コーラセ

ントラルジャパンプロダクツ㈱。

なお、連結子会社の異動につい

ては、「第１ 企業の概況 ３

関係会社の状況」に記載しており

ます。

１ 連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結範囲に含め

ております。

・連結子会社の数 ４社

セントラルジャパンロジスティ

ックス㈱、セントラル ジャパン 

テクノサービス㈱、エフ・ヴィセ

ントラル㈱およびコカ・コーラセ

ントラルジャパンプロダクツ㈱。

１ 連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結範囲に含め

ております。

・連結子会社の数 ４社

セントラルジャパンロジスティ

ックス㈱、セントラル ジャパン 

テクノサービス㈱、エフ・ヴィセ

ントラル㈱およびコカ・コーラセ

ントラルジャパンプロダクツ㈱。

なお、連結子会社の異動につい

ては、「第１ 企業の概況 ４

関係会社の状況」をご参照くださ

い。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社

１社

  コカ・コーライーストジャパ

ンプロダクツ㈱

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社

１社

  コカ・コーライーストジャパ

ンプロダクツ㈱

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数

１社

  コカ・コーライーストジャパ

ンプロダクツ㈱

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と同一であります。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度に関する

事項

連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と同一でありま

す。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および

評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および

評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および

評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基

づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

②たな卸資産

主として総平均法又は移動

平均法に基づく原価法により

評価しております。

②たな卸資産

同左

②たな卸資産

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は定額法

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物及び構築物
３～50年

機械装置及び運搬具
４～17年

販売機器
５～６年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

同左

②無形固定資産

定額法

なお、ソフトウェアについ

ては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額

法

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売掛金等債権の貸倒損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発

生していると認められる額を

計上しております。

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(13

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法により按

分した額を費用処理すること

としております。

②退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発

生していると認められる額を

計上しております。

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法によ

り按分した額を翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法により按

分した額を費用処理すること

としております。

②退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(13

年)に従い、定額法により翌

連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

 過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法により按

分した額を費用処理すること

としております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

③役員退職引当金

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、役員退職慰労金

に関する内規に基づく当中間

連結会計期間末要支給額を計

上しております。

③役員退職引当金

同左

③役員退職引当金

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、役員退職慰労金

に関する内規に基づく当連結

会計年度末要支給額を計上し

ております。

④執行役員退職引当金

執行役員の退職慰労金の支

給に備えるため、執行役員退

職慰労金に関する内規に基づ

く当中間連結会計期間末要支

給額を計上しております。

④執行役員退職引当金

同左

④執行役員退職引当金

執行役員の退職慰労金の支

給に備えるため、執行役員退

職慰労金に関する内規に基づ

く当連結会計年度末要支給額

を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

 消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しておりま

す。

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

 消費税等の会計処理方法

同左

(5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

 消費税等の会計処理方法

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、要求払預

金および取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、か

つ、価格変動について僅少なリス

クしか負わない短期投資を計上し

ております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、要求払預金お

よび取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価格

変動について僅少なリスクしか負

わない短期投資を計上しておりま

す。



会計処理の変更 

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))および「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 この結果、税金等調整前中間純利

益が83百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。

─────

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５号)

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は87,418百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

─────



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

───── ─────  これまで販売費及び一般管理費に

計上しておりました販売促進を企図

した取引契約単価からの控除額(価

格値引きプロモーション)および特

定ディーラーとの取引に係る販売手

数料は、当連結会計年度より売上高

から控除する方法に変更いたしまし

た。 

 また、売上高に計上しておりまし

た日本コカ・コーラ株式会社からの

一部の販売リベートについても、売

上原価より控除する方法に統一いた

しました。 

 これらの会計処理の変更は、事業

子会社の吸収合併に伴いコカ・コー

ラボトラー共通の営業システムを７

月より全面導入したこと等を契機と

して、従来の会計処理について他ボ

トラーとの比較検討も含めた見直し

を行い、営業活動の実態をより適切

に表示するために実施したものであ

ります。 

 これらの変更に伴い、従来の処理

に比べて、売上高が17,404百万円、

売上原価が3,456百万円、販売費及

び一般管理費が13,947百万円それぞ

れ少なく計上されておりますが、営

業利益、経常利益および税金等調整

前当期純利益への影響はありませ

ん。 

 なお、これらの変更は、コカ・コ

ーラボトラー共通の営業システムを

７月より全面導入したこと等に伴い

下期に行ったものであるため、当中

間連結会計期間は従来の処理によっ

ております。従って、当中間連結会

計期間において変更後の処理を適用

した場合、売上高が7,689百万円、

売上原価が1,551百万円、販売費及

び一般管理費が6,138百万円それぞ

れ少なく計上されますが、営業利

益、経常利益および税金等調整前中

間純損失への影響はありません。 

 



表示方法の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

─────

 

 

 

 

 

 

 

 

─────

 

(中間連結損益計算書)

 従来、営業外収益の「その他」に含めていた「廃棄有

価物売却益」は、当中間連結会計期間より区分掲記して

おります。なお、前中間連結会計期間の「廃棄有価物売

却益」は8百万円であります。 

 従来、営業外収益の「その他」に含めていた「自動販

売機補助金」は、当中間連結会計期間より区分掲記して

おります。なお、前中間連結会計期間の「自動販売機補

助金」は2百万円であります。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

 従来、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他

資産・負債の増加・減少額」に含めていた「前渡金の増

加(△)・減少額」は、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。なお、前中間連結会計期間の「前渡金の

増加(△)・減少額」は△1,797百万円であります。 

 



追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

───── (中間・年度の首尾一貫性) 

 これまで販売費及び一般管理費に

計上しておりました販売促進を企図

した取引契約単価からの控除額(価

格値引きプロモーション)および特

定ディーラーとの取引に係る販売手

数料は、前連結会計年度の下期にお

いて、売上高から控除する方法に変

更いたしました。 

 また、売上高に計上しておりまし

た日本コカ・コーラ株式会社からの

一部の販売リベートについても、前

連結会計年度の下期において、売上

原価より控除する方法に統一いたし

ました。 

 従って、前中間連結会計期間は従

来の方法によっており、前中間連結

会計期間において変更後の処理を適

用した場合、売上高が7,689百万

円、売上原価が1,551百万円、販売

費及び一般管理費が6,138百万円そ

れぞれ少なく計上されますが、営業

利益、経常利益および税金等調整前

中間純損失への影響はありません。

─────

(外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税が導入されたことに伴

い、当中間連結会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割および資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が50百万円増加し、営業利益、経常

利益が同額減少し、税金等調整前中

間純損失が、同額増加しておりま

す。

───── (外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税が導入されたことに伴

い、当連結会計年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

および資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が109百万円増加し、営業利益、経

常利益、税金等調整前当期純利益が

同額減少しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日)

※１ 連結会社が保有する自己株式

の種類と数

普通株式 230.23株
 

※１    ───── ※１ 連結会社が保有する自己株式

の種類と数

普通株式 251.97株

 

 ２ 偶発債務

   以下のとおり従業員の債務を

金融機関に保証しております。

従業員
住宅 
ローン

20百万円

 

 ２ 偶発債務

   以下のとおり従業員の債務を

金融機関に保証しております。

従業員
住宅
ローン

7百万円

 

 ２ 偶発債務

   以下のとおり従業員の債務を

金融機関に保証しております。

従業員
住宅 
ローン

12百万円

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目および金額

販売手数料 7,642百万円

広告宣伝費 
及び販売 
促進費

8,027

輸送費 4,934

給与手当 
及び賞与

9,738

退職給付費用 731

役員退職 
引当金 
繰入額

32

執行役員 
退職引当金 
繰入額

11

貸倒引当金 
繰入額

2

減価償却費 4,549

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目および金額

販売手数料 6,813百万円

広告宣伝費
及び販売 
促進費

3,283

輸送費 4,133

給与手当
及び賞与

9,618

退職給付費用 △136

役員退職
引当金 
繰入額

43

執行役員
退職引当金 
繰入額

9

貸倒引当金
繰入額

28

減価償却費 4,638

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目および金額

販売手数料 13,375百万円

広告宣伝費
及び販売 
促進費

6,867

輸送費 10,175

給与手当
及び賞与

19,945

退職給付費用 1,188

役員退職
引当金 
繰入額

75

執行役員
退職引当金 
繰入額

21

貸倒引当金
繰入額

36

減価償却費 10,102

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

機械装置及び 
運搬具

0百万円

販売機器 1

計 2

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

機械装置及び
運搬具

0百万円

販売機器 1

計 1

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

機械装置及び 
運搬具

0百万円

販売機器 2

計 3

※３ 固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。

固定資産除却損

建物及び 
構築物

6百万円

機械装置 
及び運搬具

3

販売機器 294

工具、器具 
及び備品

19

その他 7

計 331

※３ 固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。

固定資産除却損

建物及び
構築物

45百万円

機械装置
及び運搬具

6

販売機器 291

工具、器具
及び備品

12

その他 8

計 364

※３ 固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。

固定資産除却損

建物及び
構築物

50百万円

機械装置
及び運搬具

3

販売機器 566

工具、器具 
及び備品

41

その他 31

計 693



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※４   ─────

 

※４ 減損損失

 当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産について減

損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

旧浜岡営業所跡地 
(静岡県御前崎市)

遊休 
資産

土地 16百万円

旧中伊豆高原ホテル跡地
(静岡県伊豆市)

遊休 
資産

土地 52百万円

旧鳥羽あらしま荘跡地 
(三重県鳥羽市)

遊休 
資産

土地 14百万円

 当社グループは、事業用資産を継

続的に収支の把握を行っている販売

用資産と製造用資産にグルーピング

しており、また、賃貸資産および遊

休資産については、それぞれの個別

物件をグルーピングの最小単位とし

て減損損失の兆候を判定しておりま

す。 

 この結果、地価等が下落している

上記の遊休資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として計上いたしま

した。 

 なお、遊休資産の回収可能価額

は、固定資産税評価額を合理的に調

整した正味売却価額により評価して

おります。

※４   ─────



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

 
 (注) 普通株式の自己株式の増加13.61株は、端株の買取による増加であります。 

  

２ 新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後

となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度末 
株式数

当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間末
株式数

発行済株式

  普通株式

株

90,006.99

株

─

株

─

株

90,006.99

合計 90,006.99 ─ ─ 90,006.99

自己株式

  普通株式

株

251.97

株

13.61

株

─

株

265.58

合計 251.97 13.61 ─ 265.58

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年３月30日 
 定時株主総会

普通株式 807 9,000 平成17年12月31日 平成18年３月31日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年８月９日 
 取締役会

普通株式 利益剰余金 807 9,000 平成18年６月30日 平成18年９月11日

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成17年６月30日現在)

現金及び預金勘定 5,350百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△5

現金及び現金 
同等物

5,345

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年６月30日現在)

現金及び預金勘定 4,276百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△5

現金及び現金
同等物

4,271

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に記載されてい

る科目の金額との関係

(平成17年12月31日現在)

現金及び預金勘定 4,315百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△5

現金及び現金
同等物

4,310



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

2,071 680 1,390

販売機器 45 38 7

工具、器具 
及び備品

1,030 352 678

合計 3,147 1,071 2,076

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

3,464 813 2,651

販売機器 11 4 6

工具、器具 
及び備品

1,209 451 757

合計 4,684 1,269 3,415

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

2,482 941 1,541

販売機器 9 4 5

工具、器具
及び備品

1,221 397 824

合計 3,713 1,342 2,370

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 648百万円

１年超 1,467

合計 2,115

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 938百万円

１年超 2,519

合計 3,457

② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 692百万円

１年超 1,725

合計 2,417

③ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額

支払リース料 387百万円

減価償却費 
相当額

301

支払利息相当額 49

③ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額

支払リース料 595百万円

減価償却費
相当額

473

支払利息相当額 82

③ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額

支払リース料 935百万円

減価償却費
相当額

726

支払利息相当額 132

④ 減価償却費相当額および利息

相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によって

おります。

・利息相当額の算定方法

主に、リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額および利息

相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額および利息

相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 137百万円

１年超 133

合計 270

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 133百万円

１年超 177

合計 310

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 122百万円

１年超 150

合計 273



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 取得原価は減損処理後の金額で記載しております。 

なお、減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は、「著しく下落した」と判断

し、合理的な反証がない限り減損処理を行い、下落率が30％以上50％未満の場合は、過去２年間にわたり30％

以上下落した状態にある場合に「著しく下落した」と判断し、合理的な反証がない限り減損処理を行っており

ます。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

有価証券

区分

前中間連結会計期間末
(平成17年６月30日)

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 1,698 2,335 637

(2) その他 19 19 △0

合計 1,717 2,354 636

前中間連結会計期間末
(平成17年６月30日)

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 1,715



当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 取得原価は減損処理後の金額で記載しております。 

なお、減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は、「著しく下落した」と判断

し、合理的な反証がない限り減損処理を行い、下落率が30％以上50％未満の場合は、過去２年間にわたり30％

以上下落した状態にある場合に「著しく下落した」と判断し、合理的な反証がない限り減損処理を行っており

ます。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

有価証券

区分

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日)

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 1,695 3,231 1,536

(2) その他 19 24 4

合計 1,715 3,256 1,541

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日)

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 1,621

その他 34

合計 1,656



前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 取得原価は減損処理後の金額で記載しております。 

なお、減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は、「著しく下落した」と判断

し、合理的な反証がない限り減損処理を行い、下落率が30％以上50％未満の場合は、過去２年間にわたり30％

以上下落した状態にある場合に「著しく下落した」と判断し、合理的な反証がない限り減損処理を行っており

ます。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

有価証券

前連結会計年度末
(平成17年12月31日)

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 1,694 3,236 1,542

(2) その他 19 26 6

合計 1,714 3,263 1,548

前連結会計年度末
(平成17年12月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 1,652

その他 42

合計 1,694



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション、自社株式オプション又は自社の株式の付与又は交付関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

飲料事業の売上高および営業利益の金額はいずれも全セグメントに占める割合が90％超のため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

飲料事業の売上高および営業利益の金額はいずれも全セグメントに占める割合が90％超のため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

飲料事業の売上高、営業利益および資産の金額はいずれも全セグメントに占める割合が90％超のた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

在外連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

在外連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

在外連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり 
純資産額

962,838円14銭
１株当たり 
純資産額

974,110円07銭
１株当たり
純資産額

982,481円72銭

１株当たり 
中間純損失(△)

△250円39銭
１株当たり 
中間純利益

715円03銭
１株当たり
当期純利益

22,296円04銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益

―
潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益

―
潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

―

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)(百万円)

△22 64 2,068

普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳(百万円)

 利益処分による役員賞与 ― ─ 66

普通株式に係る中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)(百万円)

△22 64 2,001

普通株式の期中平均株式数(株) 89,787.26 89,747.77 89,776.89



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,877 3,910 3,858

 ２ 受取手形 9 7 16

 ３ 売掛金 13,577 13,165 12,815

 ４ たな卸資産 5,419 5,519 5,596

 ５ 繰延税金資産 2,477 240 770

 ６ 関係会社短期貸付金 590 ─ ─

 ７ 未収入金 5,299 4,297 4,486

 ８ その他 3,612 3,389 1,656

 ９ 貸倒引当金 △48 △45 △44

   流動資産合計 35,815 31.3 30,486 27.1 29,155 27.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 35,202 35,597 35,508

    減価償却累計額 19,353 15,848 20,111 15,486 19,782 15,725

  (2) 機械装置 28,229 29,700 28,849

    減価償却累計額 19,972 8,256 21,400 8,299 20,683 8,165

  (3) 販売機器 76,408 77,552 76,034

    減価償却累計額 58,005 18,403 56,957 20,594 58,116 17,918

  (4) 土地 21,370 21,287 21,370

  (5) その他 2,239 1,986 2,058

   有形固定資産 合計 66,118 57.8 67,654 60.2 65,238 60.7

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 2,532 2,505 2,446

  (2) その他 104 102 103

   無形固定資産 合計 2,636 2.3 2,608 2.3 2,549 2.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 4,076 4,919 4,964

  (2) 関係会社株式 1,860 1,860 1,860

  (3) 前払年金費用 ─ 1,270 ─

  (4) その他 4,168 3,840 4,032

  (5) 貸倒引当金 △259 △277 △293

   投資その他の資産 
   合計

9,845 8.6 11,613 10.4 10,563 9.8

   固定資産合計 78,600 68.7 81,876 72.9 78,351 72.9

   資産合計 114,416 100.0 112,362 100.0 107,506 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 898 731 1,238

 ２ コマーシャル・ 
   ペーパー

7,500 9,000 2,000

 ３ 未払金及び未払費用 9,715 8,755 8,952

 ４ 未払法人税等 74 89 76

 ５ その他 2,449 2,175 2,415

   流動負債合計 20,636 18.0 20,752 18.5 14,683 13.7

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 2,129 735 814

 ２ 役員退職引当金 63 92 88

 ３ 執行役員退職引当金 19 29 29

 ４ その他 4,098 2,565 3,154

   固定負債合計 6,310 5.6 3,422 3.0 4,086 3.8

   負債合計 26,947 23.6 24,175 21.5 18,770 17.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 6,499 5.7 ― ― 6,499 6.0

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 73,335 ― 73,335

 ２ その他資本剰余金 5,000 ― 5,000

   資本剰余金合計 78,335 68.5 ― ― 78,335 72.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金 200 ― 200

 ２ 中間(当期)未処分 
   利益

2,223 ― 2,966

   利益剰余金合計 2,423 2.1 ― ― 3,166 2.9

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金

384 0.3 ― ― 931 0.9

Ⅴ 自己株式 ※３ △175 △0.2 ― ― △196 △0.2

   資本合計 87,468 76.4 ― ― 88,736 82.5

   負債及び資本合計 114,416 100.0 ― ― 107,506 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 6,499 ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 73,335 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 5,000 ―

   資本剰余金合計 ― 78,335 ―

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 200 ―

    繰越利益剰余金 ― 2,437 ―

   利益剰余金合計 ― 2,637 ―

 ４ 自己株式 ― △210 ―

   株主資本合計 ― ― 87,262 77.7 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 924 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 924 0.8 ― ―

   純資産合計 ― ― 88,187 78.5 ― ―

   負債及び純資産合計 ― ― 112,362 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

   

前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 95,354 100.0 84,343 100.0 190,480 100.0

Ⅱ 売上原価 52,703 55.3 49,377 58.5 112,586 59.1

   売上総利益 42,651 44.7 34,965 41.5 77,894 40.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１

 １ 販売費 37,424 32,339 66,422

 ２ 一般管理費 3,287 40,712 42.7 2,023 34,363 40.8 5,909 72,332 38.0

   営業利益 1,939 2.0 601 0.7 5,562 2.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 5 4 11

 ２ 受取配当金 425 442 441

 ３ 受取賃貸料 110 105 225

 ４ 廃棄有価物売却益 ─ 21 ─

 ５ 自動販売機補助金 ─ 21 ─

 ６ その他 59 601 0.6 33 629 0.7 167 846 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 0 3 1

 ２ たな卸資産廃棄損 279 276 632

 ３ 賃貸費用 39 33 85

 ４ その他 38 358 0.3 35 348 0.4 101 821 0.4

   経常利益 2,182 2.3 881 1.0 5,587 2.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 2 1 3

 ２ 投資有価証券売却益 248 51 331

 ３ 出資金収入 16 16 27

 ４ 保険差益 17 5 17

 ５ 貸倒引当金戻入益 3 288 0.3 4 78 0.1 4 384 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除売却損 ※３ 340 352 698

 ２ 減損損失 ※４ ─ 83 ─

 ３ 投資有価証券売却損 97 ─ 97

 ４ 投資有価証券評価損 ─ 9 21

 ５ 特別退職金 954 9 961

 ６ 新紙幣対応費用 621 23 729

 ７ ゴルフ会員権評価損 3 5 14

 ８ 過年度損益修正損 30 30 30

 ９ 業務委託解約金 22 ─ 63

 10 資産廃棄共同負担金 ─ 2,071 2.2 82 594 0.7 256 2,874 1.5

   税引前中間(当期) 
   純利益

399 0.4 365 0.4 3,097 1.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

21 36 39

   法人税等調整額 △55 △33 △0.1 7 43 0.0 1,075 1,114 0.6

   中間(当期)純利益 432 0.5 322 0.4 1,983 1.0

   前期繰越利益 1,790 ― 1,790

   中間配当額 ― ― 807

   中間(当期)未処分 
   利益

2,223 ― 2,966



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

株主資本
評価・換算
差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券 
評価差額金資本準備金

その他
資本剰余金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成17年12月31日残高 
(百万円)

6,499 73,335 5,000 200 2,966 △196 87,805 931

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △807 △807

 役員賞与の支給 △42 △42

 中間純利益 322 322

 自己株式の取得 △13 △13

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額)

△6

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

─ ─ ─ ─ △528 △13 △542 △6

平成18年６月30日残高 
(百万円)

6,499 73,335 5,000 200 2,437 △210 87,262 924



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

主として総平均法又は移動平

均法に基づく原価法により評

価しております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基

づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

同左

  

  

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は定額法

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物

３～50年

機械装置

４～17年

販売機器

５～６年

(2) 無形固定資産

定額法

なお、ソフトウエアについ

ては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額

法

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産

同左

    

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売掛金等債権の貸倒損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(13年)に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとして

おります。

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法により按

分した額を費用処理すること

としております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法によ

り按分した額を翌事業年度か

ら費用処理することとしてお

ります。

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法により按

分した額を費用処理すること

としております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(13年)

に従い、定額法により翌事業

年度から費用処理することと

しております。

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法により按

分した額を費用処理すること

としております。

(3) 役員退職引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金に

関する内規に基づく当中間会

計期間末要支給額を計上して

おります。

(3) 役員退職引当金

同左

(3) 役員退職引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金に

関する内規に基づく当事業年

度末要支給額を計上しており

ます。

(4) 執行役員退職引当金

執行役員の退職慰労金の支給

に備えるため、執行役員退職

慰労金に関する内規に基づく

当中間会計期間末要支給額を

計上しております。

(4) 執行役員退職引当金

同左

(4) 執行役員退職引当金

執行役員の退職慰労金の支給

に備えるため、執行役員退職

慰労金に関する内規に基づく

当事業年度末要支給額を計上

しております。

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

同左

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)を

適用しております。 

 この結果、税引前中間純利益が83

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

─────

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号)およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は88,187百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

─────



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

(中間貸借対照表)

 従来、区分掲記していた「前払費用」は、当中間会計

期間末より流動資産の「その他」に含めて表示しており

ます。なお、当中間会計期間末の「前払費用」は1,162

百万円であります。

 従来、流動資産の「その他」に含めていた「繰延税金

資産」は、当中間会計期間末より区分掲記しておりま

す。なお、前中間会計期間末「繰延税金資産」は３百万

円であります。

(中間損益計算書)

 従来、区分掲記していた「株式事務費用」は、当中間

会計期間より営業外費用の「その他」に含めて表示して

おります。なお、当中間会計期間の「株式事務費用」は

７百万円であります。

(中間貸借対照表)

 従来、区分掲記していた「関係会社短期貸付金」は、

当中間会計期間末より流動資産の「その他」に含めて表

示しております。なお、当中間会計期間末の「関係会社

短期貸付金」は150百万円であります。

(中間損益計算書)

 従来、営業外収益の「その他」に含めていた「廃棄有

価物売却益」は、当中間会計期間より区分掲記しており

ます。なお、前中間会計期間の「廃棄有価物売却益」は

６百万円であります。 

 従来、営業外収益の「その他」に含めていた「自動販

売機補助金」は、当中間会計期間より区分掲記しており

ます。なお、前中間会計期間の「自動販売機補助金」は

２百万円であります。

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(合併) 

 平成17年１月１日を合併期日とし

て、事業会社である連結子会社の中

京コカ・コーラボトリング株式会社

および富士コカ・コーラボトリング

株式会社を吸収合併いたしました。

─────

─────

 

 

 

 

(中間・年度の首尾一貫性) 

 これまで販売費及び一般管理費に

計上しておりました販売促進を企図

した取引契約単価からの控除額(価格

値引きプロモーション)および特定デ

ィーラーとの取引に係る販売手数料

は、前事業年度の下期において、売

上高から控除する方法に変更いたし

ました。 

 また、売上高に計上しておりまし

た日本コカ・コーラ株式会社からの

一部の販売リベートについても、前

事業年度の下期において、売上原価

より控除する方法に統一いたしまし

た。 

 従って、前中間会計期間は従来の

処理によっており、前中間会計期間

において変更後の処理を適用した場

合、売上高が7,689百万円、売上原価

が1,551百万円、販売費及び一般管理

費が6,138百万円それぞれ少なく計上

されますが、営業利益、経常利益お

よび税引前中間純利益への影響はあ

りません。

(合併) 

 平成17年１月１日を合併期日とし

て、事業会社である連結子会社の中

京コカ・コーラボトリング株式会社

および富士コカ・コーラボトリング

株式会社を吸収合併いたしました。

(中間・年度の首尾一貫性)  

 当期首に吸収合併した事業子会社

において、これまで販売費及び一般

管理費に計上しておりました販売促

進を企図した取引契約単価からの控

除額(価格値引きプロモーション)お

よび特定ディーラーとの取引に係る

販売手数料は、当事業年度より売上

高から控除する方法に変更いたしま

した。 

 また、同事業子会社において、こ

れまで売上高に計上しておりました

日本コカ・コーラ株式会社からの一

部の販売リベートについても、売上

原価より控除する方法に統一いたし

ました。 

 これらの会計処理の変更は、事業

子会社の吸収合併に伴いコカ・コー

ラボトラー共通の営業システムを７

月より全面導入したこと等を契機と

して、従来の会計処理について他ボ

トラーとの比較検討も含めた見直し

を行い、営業活動の実態をより適切

に表示するために実施したものであ

ります。



次へ 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 なお、これらの変更は、コカ・コ

ーラボトラー共通の営業システムを

７月より全面導入したこと等に伴い

下期に行ったものであるため、当中

間会計期間は従来の処理によってお

ります。従って、当中間会計期間に

おいて変更後の処理を適用した場

合、売上高が7,689百万円、売上原価

が1,551百万円、販売費及び一般管理

費が6,138百万円それぞれ少なく計上

されますが、営業利益、経常利益お

よび税引前中間純利益への影響はあ

りません。

(外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号)

に従い法人事業税の付加価値割およ

び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が50百万円増加し、営業利益、経常

利益、税引前中間純利益が、同額減

少しております。

───── (外形標準課税制度の導入)  

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」(平成16年２月13日 企業会計基

準委員会実務対応報告第12号)に従い

法人事業税の付加価値割および資本

割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が109百万円増加し、営業利益、経常

利益、税引前当期純利益が、同額減

少しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

   

前中間会計期間末 
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度末 
(平成17年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

104,280百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

105,339百万円
 

※１   ─────

※２ 会社が発行する株式の総数

普通株式 342,000.00株

発行済株式総数

普通株式 90,006.99株

※２   ───── ※２ 会社が発行する株式の総数

普通株式 342,000.00株

発行済株式総数

普通株式 90,006.99株

※３ 会社が保有する自己株式の種

類および数

普通株式 230.23株
 

※３   ───── ※３ 会社が保有する自己株式の種

類および数

普通株式 251.97株

 

 ４ 偶発債務

   以下のとおり従業員の債務を

金融機関に保証しております。

従業員 住宅 
ローン

20百万円

 

 ４ 偶発債務

   以下のとおり従業員の債務を

金融機関に保証しております。

従業員 住宅
ローン

7百万円

 

 ４ 偶発債務

   以下のとおり従業員の債務を

金融機関に保証しております。

従業員 住宅 
ローン

12百万円

 ５ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

 ５ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

 ５   ─────

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な項目および金額は次のとおり

であります。

外部委託費 7,116百万円

販売手数料 6,983

広告宣伝費及び 
販売促進費

7,927

輸送費 2,105

販売機器維持費 3,341

役員報酬 86

給与手当 
及び賞与

4,798

退職給付費用 582

役員退職 
引当金繰入額

26

執行役員退 
職引当金繰入額

10

貸倒引当金 
繰入額

0

減価償却費 4,364
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な項目および金額は次のとおり

であります。

外部委託費 4,387百万円

販売手数料 6,290

広告宣伝費及び
販売促進費

3,179

輸送費 2,575

販売機器維持費 3,374

給与手当 
及び賞与

6,584

退職給付費用 △261

役員退職 
引当金繰入額

29

執行役員退
職引当金繰入額

9

貸倒引当金
繰入額

16

減価償却費 4,482
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な項目および金額は次のとおり

であります。

外部委託費 15,488百万円

販売手数料 12,323

広告宣伝費及び 
販売促進費

6,691

輸送費 4,768

販売機器維持費 6,265

給与手当
及び賞与

9,267

退職給付費用 903

役員退職
引当金繰入額

51

執行役員退
職引当金繰入額

20

貸倒引当金
繰入額

37

減価償却費 9,676



次へ 

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  自己株式の種類および株式数に関する事項 

 
 (注) 普通株式の自己株式の増加13.61株は、端株の買取による増加であります。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

販売機器 1百万円

その他 0

計 2

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

販売機器 1百万円

その他 0

計 1

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

販売機器 2百万円

その他 0

計 3

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物 1百万円

機械装置 2

販売機器 304

その他 33

計 340

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物 36百万円

機械装置 5

販売機器 297

その他 13

計 352

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物 39百万円

機械装置 2

販売機器 574

その他 83

計 698

※４   ――――――

 

※４ 減損損失

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産について減損損失を計上

しております。

場所 用途 種類 減損損失

旧浜岡営業所跡地 
(静岡県御前崎市)

遊休 
資産

土地 16百万円

旧中伊豆高原ホテル跡地
(静岡県伊豆市)

遊休 
資産

土地 52百万円

旧鳥羽あらしま荘跡地 
(三重県鳥羽市)

遊休 
資産

土地 14百万円

 当社は、事業用資産を継続的に収

支の把握を行っている販売用資産と

製造用資産にグルーピングしてお

り、また、賃貸資産および遊休資産

については、それぞれの個別物件を

グルーピングの最小単位として減損

損失の兆候を判定しております。

 この結果、地価等が下落している

上記の遊休資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として計上いたしま

した。

 なお、遊休資産の回収可能価額

は、固定資産税評価額を合理的に調

整した正味売却価額により評価して

おります。

※４   ――――――

 ５ 減価償却の実施額は次のとお

りであります。

有形固定資産 4,813百万円

無形固定資産 294

 ５ 減価償却の実施額は次のとお

りであります。

有形固定資産 4,799百万円

無形固定資産 426
 

 ５   ――――――

前事業年度末株式数
当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間減少
株式数

当中間会計期間末 
株式数

  普通株式

株

251.97

株

13.61

株

─

株

265.58

合計 251.97 13.61 ─ 265.58



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

535 167 368

販売機器 2 2 0

工具、器具 
及び備品

852 232 619

合計 1,391 402 988

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

2,511 517 1,993

販売機器 1 1 0

工具、器具 
及び備品

1,023 357 666

合計 3,536 876 2,659

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

553 219 333

販売機器 2 1 0

工具、器具
及び備品

987 273 714

合計 1,542 494 1,047

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 280百万円

１年超 732

合計 1,013

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 711百万円

１年超 1,976

合計 2,688

② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 298百万円

１年超 781

合計 1,080

③ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額

支払リース料 141百万円

減価償却費 
相当額

119

支払利息相当額 18

③ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額

支払リース料 454百万円

減価償却費
相当額

364

支払利息相当額 63

③ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額

支払リース料 360百万円

減価償却費
相当額

297

支払利息相当額 64

④ 減価償却費相当額および利息

相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によって

おります。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

④ 減価償却費相当額および利息

相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額および利息

相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 8百万円

１年超 4

合計 13

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 69百万円

１年超 24

合計 93

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 3

合計 7



前へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  



(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

(2) 【その他】 

第６期(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)中間配当については、平成18年８月９日開催の

取締役会において、平成18年６月30日の最終の株主名簿(実質株主名簿を含む。)に記載または記録され

た株主または登録質権者および同日の最終の端株原簿に記載または記録された端株主に対し、次のとお

り中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額              807百万円 

② １株当たり中間配当金           9,000円 

③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日  平成18年９月11日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度 第５期(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日)平成18年３月30日関東財務局長に

提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年９月21日

コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているコカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社及び連結子会社の平成17年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  亀  岡  義  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  落  合  孝  彰  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年９月21日

コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているコカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  山  康  明  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  森  本  泰  行  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年９月21日

コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているコカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第５期

事業年度の中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社の平成17年６月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  亀  岡  義  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  落  合  孝  彰  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年９月21日

コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているコカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第６期

事業年度の中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  山  康  明  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  森  本  泰  行  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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